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1.問題の所在

古来,朝鮮民族は,地理的にわが国と最も近い

隣人として,文化の伝来の上でも,社会経済的な

往来の上でも,日本民族ときわめて近い位置にあ

った。ところが残念なことに,日本人が朝鮮文化

一般について知るところはまことに少ない。それ

だけではない。現代の日本人が,いまなお朝鮮人

に対して差別の意識をもっているのは紛れもない

社会的現実である1)。これらの事情は,言うまで

もなく改められなくてほならぬ。だが,現在は,

過去の遺産の中から醸成される。だから,現代を

理解するためには,どうしても過去をふりかえる

ところから始めなくてはならない。現在と未来と

を主体的に考えようとするところにこそ,史的分

析の意味があるというゆえんである。ところが,
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究」(代表,溝口敏行)による共同研究の成果の一部で

ある。

この研究は,筆者が1969年以来折りにふれて手が

けてきたもので,その過程で多くの方々のごやっかい

になった。まず一橋大学所蔵の図書資料(大学附属図

書館,同経済研究所資料係,及び同日本経済統計文献

センタ-に分蔵)をびろく利用できたことは,最も基

本的な強みであった。種々の計算は,同大学経済研究

所統計係と電子計算機室の諸氏をわずらわしたが,質

料の検討と計算の一部には,筆者が--ヴァード大学

東アジア研究センターに滞在中,同センタ-の援助を

得て実施したところもある。また,以下の論述は,一

橋大学経済研究所定例研究会でのリポートにもとづい

ているが,研究会の席上,報告者に対して多くの有益

なコメントが与えられたO　これらのすべてに対し,感

謝の意を表したいO　ただし,言うまでもなく,この論

文にあり得べき誤りはすべて筆者の責任に帰属するも

のである。

1)本山幸彦教授の教示によれば,わが国民の朝鮮

に対する差別感は,起源的にそう古いものではなく,

明治維新以後政治的に作り出されたものである.

日本統治下におかれた朝鮮経済の実証分析は,ほ

んの緒に就いたばかりである。われわれが,今こ

こで過去の出来ごとを系統的に吟味し,整理して

おくことには,社会的にも文化的にもきわめて大

きな意義があると言わなくてはならない。

もちろん,歴史的な経緯を思うと,両民族の間

でもつれた糸をほぐすのは簡単ではないだろう。

筆者といえどもその点にいささかの幻想を抱く者

ではない。両者の問に好ましい関係を作り出すた

めには,おそらくわれわれは生みの苦しみを一回

ならず経なければならないであろう。しかし,そ

うであればあるだけ,史実を客観的に分析してお

くことが必要である。そこで以下では,上記の問

題意識のもとに,筆者が実施しつつある戦前期朝

鮮の労働市場の実証分析の成果の中から,いくつ

かの問題を選び,中間報告を行なうことにした

い2)。

さて,日本統治下における朝鮮の経済発展につ

いては,以前からいくつかの主張がなされてきた。

いま,それらのうち,労働市場と線の深いものを

列挙してみると,例えば次のごとくである。

(A)日本政府は,列強のアジア進出の向うを張

って, 1910年ようやく日韓併合にこぎつけたの

ではあるが,資本形成が未だ充分でなかった日

本工業界は,海外投資の場を積極的に求めるに

は至っていなかった。したがって朝鮮は,一方

では日本に対する原料と食糧の補給地であり,

他方では日本軽工業製品の捌け口とみなされ

た3)。

2)紙数の制約があるので,推計の手続きや詳しい

統計表等はここではすべて省略する。分析の詳細は,

いずれ時宜を得て公けにしたいと思う。

3)　日韓併合をめぐる事情の散明は,隅谷[18]が

解り易い。
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(B)特に,米騒動(1918)以降　低米価政策の一

環として,米生産地としての朝鮮の重要性が増

大した4)。米増産運動が活発に行なわれたのは

このためである。だが,制度的には,農民は強

力な地主のもとで,従来からの小作料(物納)の

重圧にあえいだ5)。

(C)かくて,朝鮮における日本の経済支配は,

すぐれてモノ・カルチュア的であった。特に,

領有の初期にあっては,朝鮮で製造会社を興す

のには政府の許可を要し(「会社令」),また日本

と朝鮮との問の貿易に対しては関税が課せられ

たo　これらの制限は1920年に撤廃されたが,

時あたかも米増産運動たけなわであり,商工業

の活動はふるわなかった6)0

(D)本格的な工業化の端緒は,満州事変(1931)

に求められる。ノ1929年に始まる大恐慌と, 1930

年の日本の大豊作の結果,農作物価櫓は大幅な

低落を経験し,その余波をあびて朝鮮米増産運

動はストップをかけられた。他方, 「流域変更

方式」の成功によって,北朝鮮の水力発電が可

能となり,北部を中心として重化学工業が興隆

する。朝鮮は,今や大陸経営の基地として,軍

事的にも重要性を帯びることになった7)0

(E)このF乱　朝鮮の農村は終始過剰労働のプー

ルを構成し,工業の未発達のため他に就業機会

の無い農民達は,きわめて低い生活水準に甘ん

じなくてはならなかった。 「朝鮮人は米を移出

し,自分達は菜を喰っていた」と言われるとお

りである8)。日本へも,職を求めて多くの朝鮮

4)戦前朝鮮の農業生産については,東畑・大川

[21],林[16]及び速水[3]を見るのがよい。
5)幾民の窮乏のさまについては,さしあたり高橋

」20]第2篇i(pp.159-298)を見よ。時と共に小作農の

1戸あたり経営面積は狭小化し,小作契約は不安定で,
分益小作の広範な実施のため,一般農民は搾取される

傾向にあったと言われる。もちろん,商業資本(精米

業者)の圧力も見逃せない(東畑・大川[21],第4章)。

6,ノア)大蔵省管理局[15],朝鮮篇第5分冊第9章

(「産業及経済政策」),第7分冊第14章(「工業の発達」)
などを参照。最近の研究としては韓[71,小林[9]な
どがある。

8)旗田[2], pp.211-14.なお,東畑と大川によ

れば,大正期(1915-19)から昭和初期(1930-32)にかけ
て,朝鮮人1人あたりの米消費量は約37パーセント

研　　　究 Vol. 26　No. 2

入労働者が流出した(1935年の日本在留朝鮮人

口は約63万と言われるが9),事実はもっと多か

ったのではあるまいか)。これに対応して,工

業労働者の生活も苦しかった。朝鮮人労働者と

在朝鮮日本人労働者との問には,当然大きな所

得格差を生じた10)。

これらの諸説をくまなく検討することは出来ない

ので,ここでは話を労働市場にしぼり,工業化の

立ち遅れ(A,C,D)と生活水準の停滞(B,E)との2

点について,実証的吟味を加えよう。以下ではま

ず資料の性格について簡単に述べ,次いで雇凪

貸金　及び生産性の動向をそれぞれさぐることに

する。

2.資料批判の必要性

筆者が主として準拠した資料は, 『朝鮮総督府

統計年報』である。この資料は,ちょうど『大日

本帝国統計年鑑』や『台湾総督府統計書』に対応

するもので,土地　人口に始まり,監獄や財政に

至る各種の統計が網羅的に記載されている。この

年報が利用出来るのは,労働関係では1909年か

ら1940年までの32年間である。職業別人口の資

料としては,昭和5年の朝鮮国勢調査を活用した。

の減少をみたのであるが,そうかといって他の穀物へ

の代替が進んでいたわけでもない。統計によれば,菜

の1人あたり消費量の増加は,同じ期間中わずか7パ

ーセントにとどまり,米消費量の減少を相殺するに到

底足るものではなかった(東畑・大川[21], pp.380-
89)0

ただし,朝鮮蔑業の生産統計によれば, 1936年の調

査方法改正以降,農業生産高は急増し,それ以前との

間に大きなギャップを生じた。このギャップをどう処

理するかで, 1人あたり農産物消費量の推定は一様で

はない(同上書,第8章)0

9)久間[5], p.259.なあ　同氏の掲げる統計表

によれば,日本在留の朝鮮人人口は,1915年から1938

年の間に4千から80万へと増加したという。これら

の人々は,その5割近くが京阪神地方(京都,大阪,

兵嵐　岡山)に群居していた。

10)戦前の朝鮮には,労働者家庭の家計調査は存在

しない。たぶん大正中期頃の調査と思われる土木建築

協会の調べによれば,同じ煉瓦工の場合, 1日あたり

平均支出額は朝鮮人1.152円,日本人2.190円であり,

エンゲル係数はそれぞれ0.48と0.44であるが,支出

額のうち,両者間に最も大きな差が認められるのは食

費と住居費とである(山田[22], pp.456-64)c
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これらのほかに,副次資料として,総督府『朝鮮

労働技術統計年報』(1941-43年の3年間のみ存在),

肝朝鮮銀行統計月報』11)各地商工会議所の統計年

報,それに京城商工会議所『京城に於ける工場調

壇』(1937, 39, 41,及び43年版)をも用いた。主

として総督府の資料を使ったのは,これが最も容

易に入手できるからで,比較検討の結果これが最

善のものだと判明したからではない。他に稀観の

,材料もあるに違いないが,その本格的な探索は後

日に期することにしたい12)。

日本統治下における朝鮮の統計資料は,台湾の

それに比較して,一般に質が落ちるように思われ

るO例えば,国勢調査にしても,詳細な職業分類

別人口が解るのは1930年度だけであるし,筆者

が賃金推計の材料とした職種別賃金統計(おそら

く農商務省の「諸傭賃銀調」に対応するもの)に

.しても,そこに採用された職種の数は決して多い

とは言えない。また,国勢調査や調査年代の新し

い労働技術統計調査を除けば,一体どのような手

〃続きをもって調査が実施され,統計表が作成され

たのか,その間の事情が必らずLも明確でないの

が通例である。例えば,上述の貸金調査がどのよ

うにして行なわれたのか,総督府統計年報はつい

に一度も説明するところがない。

さらに,調査対象が一応明らかにされている場

合でも,その集計結果を利用するにあたっては細

心の注意が肝要である。筆者が製造工業雇用推計

tの基礎として用いた工場統計は,その注記に「5

人以上ノ職工ヲ使用スル設備ヲ有シ又-常時5人

で以上ノ職工ヲ使用スル工場」の調査だとあるので,

原則として日本における「工場調査」の方法をそ

のまま踏襲したものと想像されるが13)調査の対

象からはずされた小企業や家内工業は,戦前の朝

ll)創刊1926年1月Dただし,1910年5月から1925

年3月までは, 『朝鮮銀行月報』と題して刊行。

12)実際問題としては,総督府以外の調査から良質

の時系列(ないしクロス・セクション)データが発見さ

れる可能性は非常に少ない。

13)さらに,大正元年以前の統計表には「従業者十

人以上又-原動力ヲ有スル工場二就キ調査ス」と注記

してあるのをみれば,明治年間の同調査は,貞商務統

計に記載の工場調査の方式にのっとったものだと想像

される。
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鮮においては,日本に比べてはるかに重要な地位

を占めていたと考えられる。事実, 1930年代の終

りにあっても,いわゆる家内制工業の生産が全製

造業生産額に占める割合は約3割を下らなかった

(第1表)。このことを考えるならば,朝鮮工場統

計の対象とした工場は概して上層部に偏しており,

それが伝えてくれる詔情幸酎こも重大な限界がある

と言わなくてはならない。

第1表　生産様式別に見た工業生産額の構成

(注) 1)職工5人未満の規模,・自家消費部分を含むO

(資料)朝鮮銀行調査部『昭和14年(1939年)工産額を中心
とする朝鮮工業概観』による(大蔵省管理席[16],

朝鮮編第六分冊第14葦　p.30より引用)D

一歩進んでは,統計数値そのものの信悠性につ

いても,これに疑いをはさむ余地がある.一例を

あげると,農業生産高は役人の業績を鼓吹する目

的から過大に,逆に工業生産高は工場主が税負担

を忌避する動機から過少に報告される傾向ありと

の説があるくらいであるuh　もっとも,ブラジダ

ンゼフによれば,工業統計に関する限り1922年

以降の数字はほぼ信頼してさしつかえないだろう

とのことである16)技術的にみても,工場統計や

賃金調査等には,少なくとも1920年と1929年と

の2回にわたって,調査方法に改訂が加えられた

と思われるふLがあり16)特に1920年の場合は,

調査結果に無視し得ない影響をもたらしたのでは

ないかと想像される。このような推測がもし正し

ければ,戦前期における政府統計を利用して分析

14)高橋[20], pp.104-05・
15) Grajdanzev[1], p.149.

16) [例1] 「工場調査」の統計表は, 1920年にその

表章方式を変更しており, 1919年の数字との接続も

(心なしか)ギコチないように見受けられる。

[例2]職種別賃金統計表は, 1926年から数臥こわ

たって著しく簡素化され,それ迄掲載されていたも、く

つかの工業的職種(例えば,鋸カトタン職など)が,こ

の年以降調査対象から外されるに至った。

[例3] 『朝鮮総督府統計年報』の1929, 1930両年

版は1929年の「工場調査」を2度にわたって掲載し

ており,しかもそれらの結果表の内容は必らずLも同

一ではない。
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第2表1930年の就業構造(男子) =国調と戸口調査の比較
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(汰) 1)第D行の計算は,第B行の比率を5桁まで求め(ただし,第A行の1位までの原数字にもとづいて計算),その債を第C行の原数字に乗じて

求めたものであるo　この表に掲げキ数値をそのまま使用して計算しても,第D行の値は得られない0
2) △印は負債を表わすO

(資料) 『昭和五年朝鮮国勢調査報告』全鮮編第2巻(京城, 1935)及び『昭和五年朝鮮総督府統計年報』(京軌1932)

を行なうためには,詳細な資料批判の手続きが要

請されることになる。

以上要するに,日本統治下の朝鮮経済に関する

統計資料は,その意味づけを明確にするためにも,

充分の注意をもって利用する必要がある。以下報

告する作業は,出来るだけあり得べき統計の限界

にも眼をむけて,その弱串に留意しつつ実行した

ものであるけれども,時間に限りがあることでも

あり,資料批判に完壁を期したものだとは言い難

い17)また,資料の不足を補なうため,かなり大

胆な仮定をおいて作業を進めたところもある。い

ずれにしても,基礎データの性櫓やその取り扱い

によっては,分析結果の解釈に無視し得ない相違

を生むこともある.これは,実証研究にはいつで

もつきものの悩みであるが,朝鮮データの弱点に

鑑み,特に明確に留保をつけておく必要を感ずる

のである。

3.毒用統計の諸相

朝鮮の雇用動向を探る最も手近な資料としてわ

れわれが利用したのは,国勢調査,現住戸口調査,

工場統計　及び鉱山統計の4種類である。このう

ち,第2着と第3着は『朝鮮総督府統計年報』,

最後のものは『本邦鉱業の趨勢』(商工省鉱山局)

による。前2着は全土を網羅した全数調査である

ところに強みがあり,後2着は,その対象が特殊

であるかわりに,鉱工業に関してかなり立ち入っ

た吟味を行なえるという長所を持つ。

国勢調査は,人口の動向を知る上で最も基本的

17)諸統計資料の背景や調査方法等に関する書誌的

な検討は,別途これを実行する必要がある。目下,放

田芳郎助教授がその作業を試みておられるので,遠か

らずその成果のあがることが期待される。

な統計であり,それだけにその調査方法や集計法

についても詳細がわかっている点で貴重である。

だが,時系列的観察を行なうにはもちろん適しな

い。この欠陥を補なうために誰でもがまず考える,

のは現住戸口調査であろう。国勢調査については

既に公けにされた研究書もあるので18)今は1930、

年の国勢調査(10月1日現在)と同年の戸口調査

(年末催)とを相互につき合せ,その異同を概観し

てみることにする。第2表はその作業を,男子

(人種合計)についてだけ示したものである。

ここでまず注目したいのは,人口総計　有業者

数のそれぞれが,両調査の間で此較的よい合致を

見せていることである。それに比べると,無業者

数における相互の隔たりは比率にして大きく,両

調査問における概念の差や統計誤差などは,無業

者の範噂に含まれるものと推察される。

ところが,第2表によれば,有業者の産業間配

分に関しては,これら2つの調査の間には,吾わp

めて大きな差があると言わなければならない。こ

の差はどこから生じたのだろうか。この問題に探

りをいれる目的で,試みに国勢調査(1930年)の有

業者構成比(B,ただし「本業者」のみ)をもとに

して,現住戸口調査(1930年)の男子有業者総数

(「主業者」と「其ノ他ノ業務ヲ有スル者」との合

計)を各産業にふりわけてみると,第2表の第D

行が得られる。この行の値と,戸口調査の実際値

との差を求めたのが同じく第E行である。農業

と商業とでは余剰が,鉱工業では不足が生ずるこ

とが直ちにわかる。ここで仮りに,農業及び商業

における余剰労働力は鉱工業及び交通業に従事し

18)例えば,金[8],第1-2章。なあ　日本統治下

の朝鮮のセンサスは,都合5回(1925, 1930, 1935,

1940,及び1944)実施された.
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第1図　人口と就業者数の趨勢
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昼塑
AA:人口総数(朝鮮人のみ)　aa'.同左男子
BB:有業者(朝鮮人主業者)　bb :同左男子

cc:農業人口(朝鮮人主業者) oc:同左男子
DD :製造業被雇用者(人種合計)
EE :鉱業被雇用者(人種合計)

/

ーD

一10,000

1910　　　　　　　1920　　　　　　1930

ていた14,のと仮定すると,双方の過不足はほぼ完

全に相殺される。同様に,公務・自由業に見られ

る過剰分は,家事使用人とその他の有業者におけ

′る不足分に大体見合う大きさである。同様の関係

払女子についてもこれを見出すことが出来るo

Lもちろん/,このような対応が見かけ上成立したか

らといって,それによって戸口調査の資料的妥当

値が立証されたわけではない.けれども,・農家と

商家(特に前者)における戸主以外の家族構成員

(等)が、,鉱工業の新たな展開を支える労働力の多

くの部分を捷供したというのは,日本経済の経験

に照らしても,充分ありそうなことである。事実,

戸口調査によれば,農村に居住する者で「其ノ他

ノ業務ヲ有スル者」の数は毎年急激に減少してい

る。新しい産業が年々必要とする労働力が主とし

てこのグループから調達されたとしても格別不思

議は・ない")

1 940
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このように考えてくると,国勢調

査と戸口調査との間の相違を理解す

る鍵は, 1つには調査方法の差に,

2つには戸口調査にいうところの

「主業者」と「其ノ他ノ業務ヲ有ス

ル者」という概念の内容に求められ

る20)。すなわち,現住戸口調査にあ

っては,その観察単位は個々の催帯

であり,したがってその産業分類が

問題としたのも,主として戸主の所

属であった。だから,仮りに,ある

農家世帯の構成員甲が非農の職業に

就いていた場合でも,甲は「貞業」

の項目に分類され,ただ「其ノ他ノ

業務」というレッテルを貼られたも

のと考えられる。したがって,戸口

調査は,国勢調査との相違にも拘わ

らず,もしこれに適当な修正を施す

ならば,時系列分析に耐える内容を

持つと判断される21)-

以上の系として解ることだが,戸

口調査で「工業人口」と分類された

数値は,工業に従事する戸主とその

家族のうちの有業者だけであり,他

の産業の非戸主で工業的職業に従事している人々

を含んでいないことになる22)。だから,戸口調査

の数字をそのまま使って工業人口比率を求めた場

合には,工業化の度合が不当に過少評価される危

険があると言ってよい23)

19)ちなみに,このような減少の趨勢的傾向は,佃

の産業では認められない。

20)このほかに第3の可能性として,戸口調査の統

計的信感性を疑うことも出来よう。だが,筆者はこの

立場を採らない。もちろん,戸口調査には国勢調査ほ

どの正確さを期待出来ないだろう。しかし,おそらく

は警察が戸口調査業務を担当したことを考えると(こ

の点梅村又次教授のご教示に負う),その結果が全く

信痛に催せぬものとは思われない0

21)ただし,戸口調査から求めた有業率の動きには,

理解に苦しむ点が発見されるoこの点を含め,戸口調

査統計の一層の吟味は,別途実施する予定である。

22) 「工業人口」の分霧中には,工業戸主の家族で

非工業的職業に就いている者も当然含まれているわけ

であるが,そのウェイtは相対的に小さいであろうo
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第2回　賃金の人種間格差(A-C)と地域間格差(D)
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以上に見たような問題点を踏まえた上で,いま

戸口調査から得た朝鮮人総人口,有業人口(「主業

者」のみ),及び農家戸数人口(農業主業者数)の

動きを図示すれば第1図のごとくである。1910年

EB,有業人口,農家戸数共に急上昇しているが,

あるいはこれは統計調査上問題のある数字かもし

れない。そこで初めの6年間を別にすると,全期

間を通じて,農家戸数は非常に安定していること

がわかる。農業を主力とする経済として,これは

当然のことである。

これに対し,工場制生産の発達を知る手がかり

として,第1図下方に,鉱業及び工場調査による

雇用者(employees)数を示した(各6月末及び年

23)例えば,金[8](p.165)や　Grajdanzev[1](p.

79)では,そのような議論が不用意になされている。

Vol.26　No. Z

末債)。これらは,人種及び男女合

計値である。そのうち,製造業の統

計は職員と職工の合算値で,ガス・

電気業を除き,政府管掌工場を部分

的に(恐らく1923-28の6カ年間)含

む24)。既に述べたように,工場統計

は,朝鮮に数多く存在した小規模の,

企業を網羅しないから,以上2つの{

統計によって鉱工業雇用数を求めて

ち,その値は国勢調査から得られるj

鉱工業従業人口のわずか2割強

(1930年当時)に達するにすぎない.3

したがって,これらの数字から朝鮮

工業化の綜合的な歩みを察するには_

無理があるが,しかし少なく、とも,

工場制生産部門における雇用の成長

率が, 1910年代と1930年代とに栂

対的に高く,これに対して1920年

代にはやや停滞していたことがわかL

る.言いかえれば,これらの事実は,,

1920年代において鉱工業部門の発

展が沈滞したという仮説を支持するノ

ものである。

4.賃金統計の諸問題

総督府統計年報に記載された戦前

期朝鮮の貸金データは,年平均値であって,,今回

新たに筆者が推計したのは,総督府資料をもとに

して各職種毎に7都市(京娩木浦,大邸,釜山

平嵐　元山　及び清津)の賃金相場を求め,これ

を雇用ウエイトによって加重平均したものであるQ,

この計算に必要な雇用数には, 1930年の国勢調査

の結果を利用した。こうして得られた賃金系列は,、

農晃製造巣建設覧運搬業,屋外人夫業,及

びサービス業(理髪農　下男・下女)の6種類にま

とめられるが,これらはそれぞれ朝鮮人　日本人

24)ここに掲げた製造業雇用数は,産業中分類ごと

の雇用をまず求軌　そ、のあとで製造業合計値を計算し

たものである。公表数字と必らずLも一致しない個所

があるのはこのためである。なあ　詳細は尾高[121主
に譲る。
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毎に別々に集計され,また製造業の内部は産業中

分類(紡織,金属・機器,窯業[ただし1925年迄],

木材・木製品　食料品　及びその他)に分割する

ことができる25)貸金は,特殊な例(農業労働者

のうち一部の地区と下女)を除けば,いずれも男

子の1人1日あたり相場を示すものであるO　これ

らの系列を作成するにあたって,筆者は,かなう

限り日本における長期経済統計(LTES)の作業と

の対応が容易になるように心がけた26)例えば,

製造業賃金の推計法は,原理的にはLTESに収

められたA系列(梅村シリーズ)の作成法にのっ

とったものである27)。これは　LTESの作業方式

が妥当だというだけでなく,分析結果の相互比較

の便宜を考えたからにはかならない。

こうして得られた統計の一部を利用して,まず

貸金構造の動きを眺めてみよう。そのために,大

工(家作),洋裁臨　および鍛治職の3職種を選び,

朝鮮人と朝鮮在住の日本人との間の貸金楯差を計

算したのが第2図(パネルA-C)である。同園に

は,参考のため,同種の職種について,台湾人と

台湾存在の日本人との間の貸金相対比をもあわせ

掲げた28)。これで見ると,職種により,また時期

によって需給バランスの状態が異なるため,一概

には結論を下し難いけれども,朝鮮においても台

湾においても一般に6割程度の格差があるO　また,

初期には,台湾におけるほうが人種による櫓差が

甚だしかったかのごとくであるが,台湾の賃金相

対比率は全体として減少の傾向があるため, 1930

年代に至ると,両地域の此率は肩を並べるに至っ

ている。初めのうち台湾で相対的に格差が大きい

のは,日本からの距離が,朝鮮のそれに此しては

25)以上のほかに官業の賃金も独立に推計したが,

ここでは報告から省略する。

26)大川ほか[14],第9章を参照。なお,筆者の賃

金推計方法の詳細については,尾高[12]を参照され

たい。

27)大川ほか[14], pp.104-06, 243-45.

28)台湾のデ-タは,筆者の未公刊ワ-ク・シ-I

によるもので,台北,新竹,台中,台南,高雄,台東,

及び花蓮港の7市賃金の加重平均(1930年国勢調査ウ

ェイりであるO　データの性格,推計法は共に朝鮮と

同一である。推計方法の概略は,尾高[13], p.186ft.

で説明した。
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るかに長いという事情のせいもあったかもしれな

い。いずれにしても,これらの職種に関する限り,

朝鮮におけるほうが台湾におけるよりも人種間楯

差が大きいとは言えない。

経済発展の初期の段階では,経済指標の地域間

椿差が重要である。そこで次に,金属・機器製造

業と建設業とについて,貸金統計が依拠する7都

市間の椅差を調べてみた。第2図パネルI)はその

結果を示したものである。ここで格差の指標とし

たのは変異係数である29)明らかに,格差は景気

の上下と逆行して動く事実がここでも改めて確認

される。

さて次に,朝鮮労働者の生活水準の高さを検討

しよう。ここでその判定の標準とするのは実質貸

金の動きである。戦前期朝鮮の個人消費支出を推

計するのに未だ困難があり30)また既述のように

農業生産統計にも問題のある状況では,生活水準

を測定する材料として,貸金統計がことさら重要

である。そこでここでは,筆者の推計した賃金諸

系列の中から,製造業綜合貸金(ただし窯業を除

く),蔑林水産業賃金,及び屋外人夫貸金(いずれ

,も男子1日1人あたり)の3系列を選び,このそ

れぞれを溝口生計費指数(CPI)で除して,実質貿

金系列を作成した31),その結果は第3図(パネル

A, B)に示しである。いずれの系列も　1910年代

の後半急激な上昇を記録しているのは共通である

が,その後製造業賃金が1931年迄緩やかな上昇

を継続しているのに対し,他の2系列は全般的に

見て低下の傾向にあるのが対照的である。

まず農林水産業賃金の動きを見よう。戦前の朝

鮮では農業労働者が数多く存在した32)これは貧

しい小作農が,生活に必要な資を得るためには大

農のもとで労働サービスを売らざるを得なかった

からである。非農業では就業機会が限られていた

ので,農業労働以外の途を探すとすれば日本や外

地への移住を考えざるを得ないことが多かった。

29)各地の相場問のバラツキを観察するという趣旨

から,ウェイトを付さないで計算したものである。

30)溝口[10],第5章参照。

31) CPIは,溝口[10]第1章によるO　この指数は,

京城市を対象とするものである0

32)例えば,高橋[20], pp.180-86を見よo
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第3図　実質賃金の動向(朝鮮人男子, 1934!36年価格)及び関連指標
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いずれにせよ,農業労働者の占める此重は,日本

農業とは比べものにならない位大きい。したがっ

て,農業賃金のイ直を云々することは,十分に意味

のあることなのである。

第1次産業の実質貸金が1920年を山としてそ

れ以後低下の傾向を見せているのは,溝口氏によ

れば,朝鮮.台湾・日本の3着相互間における薦

業生産物の流れを考えることによって説明でき

る33)朝鮮が日本に併合されて以来1922年迄は,

台湾米に比べて低廉な朝鮮の輸移出が伸び,朝鮮

の米価は相対的に急上昇した。これに反し1920

33)溝口[10],第2章.

Vol. 26　No. 2

年代以降は,台湾における農業技術

の進歩を反映して,台湾米の単価も

低位に抑えられた(第3表)。この結

果,朝鮮から日本への米の移出も,

1920-30年代には,台湾からのそれ

に比べて伸び悩むことになる(第3

図パネルCを参月別34L　このような

外的状況が,朝鮮農民の生活水準を,

1920年代以降悪化させた一つの原

因と考えられるのである35)

ところで,第3図Aに掲げた製造

業実質賃金の推計結果は,過去にお

ける諸研究が示すところと完全には

整合的でない。例えば,最近力作を

発表された劉奉哲氏の研究によれば,

同一の時期における実質賃金の動き

は,第3図AよりはむしろBの2
1

系列のパターンに類似している。た

ど,その最高水準は1931年にあり

(この点は第3図Aと同様),しかも

1935年以降の実質賃金は1910年の

それを下まわるという結果が導かれ

ているのである36)。

劉氏とわれわれとの結果の相違は,

賃金データ及び物価データ双方の取

第3表　朝鮮米と台湾米の単価比較例(玄米)

(資料)第1,2行は朝日新聞社『日本経済統計総覧』 (東京,

1930年), pp.1169-70,第3行は台湾総督府米穀局

『台湾米穀要覧』,昭和14年版,pp.114-17による。

34)第2図Cは,溝口氏の仮説にならって描いてみ
たもので,資料は台湾総督府米穀局『台湾米穀要覧』

昭和14年版(p.61)及び菱本[6](pp.678-79　による。

35)第3図Bの農林水産業実質貸金が,同園Cとよ

く似た動きをしているのに注目されたい。なあ　農夫

貸金は1935年迄しか得られず, 1936年以降は漁夫.の
賃金のみを内容とするので,この時期の農林水産業実

質賃金は参考資料の域を出るものではない0
36)劉[17], pp.467-70.
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第4表　工場労働者賃金調査の比較(朝鱒人男子)　　　　　　　　　　　(円!日)

(注)

(資料)

* 10-12月のみ。

(1) 「50人以上の従業者を有する選定工場につき総督府調査」,鈴木[19], p.298によるo

(2) 『京城に於ける工場調査』, 1935, 37, 39, 41年版より集計。民間工場のうち,常時雇用者5人以上のもの全部と, 5人未満でも

年産額6千円以上のものを含むO

(3) 『朝鮮労働技術統計調査結果報告書』昭和17年度(縮刷版)より集計D民間のみ,労務者30人以上の事業体のみ。

(4)総督府学務局「工場及鉱山に於ける労働状況調査」,姫野M. p-302によるO

(5 -(7　尾高[12], pp.63, 110, 123による。

り扱いの差に起因するものである.この点の理解

は,生活水準の議論を進めるにあたってきわめて

重要であるから,煩を厭わず,技術的な説明を付

け加えておこう。

まず,物価指数であるが,劉氏の使われた指数

は朝鮮銀行の作成にかかる京城商品価棉指数の単

糸屯平均で,卸売物価の性格を濃く持ったものと察

せられる37)ところが,どのような物価指数を採

用するかによって,推計の結果には著しい相違を

生じ得る。例えば,第3図パネルA中に描かれた

点線は,製造業貨幣賃金を,製造業生産価櫓指数

で除したもので38) 「企業家の眼から見た」実質

賃金を表現している。明らかに,この観点から見

るなら　1910年代から31年にかけての労働費用

の上昇は,労働者の立場から見た実収入の動きか

ら判断される程には激烈でなかったことになる。

この一例でも解るように,物価指数の選択はきわ

めて重大なものである。溝口生計費指数は,現存

の本楯的なCP工として唯一のものであるから,

朝鮮銀行指数よりは,むしろ溝口指数が使わるべ

きである。

37)例えば, 1939年6月分の『朝鮮銀行統計月報』

により, 「京城重要物価」表p.15　の単価を, 「京城卸

売物価調」表(p.16　と比較してみると,双方に共通の

商品については単価もまた全く同一である。

38)工業生産物価椅指数は,溝口[10],第3章で算

出されたものを利用したO

次に,貨幣賃金についても,劉氏は朝鮮銀行の

指数を採択しておられるが39)このデータには少

なくとも次の4つの欠陥がある.

(i)朝鮮人・日本人こみであること,

(ii)職種別賃金データがもとになっており,

その限り筆者の利用した資料と性棉的に同一で

あるが,採択職種数が総督府調査よりもやや少

なく,また各職種別系列の算術平均によって綜

合指数としたにすぎないこと,

(iii)対象が京城に限られ,必らずLも全朝鮮

の賃金傾向を代奉しないこと40)及び

(iv)月次データが得られる反面,統計表によ

っては同一月の数値が異なって報告されている

場合が散見され,資料の信束酔陸を点検する必要

があること。

以上から判断するなら,少なくとも現在の時点で

は,われわれの得た新賃金推計に準拠することが

望ましい。

それならば, 1920年以降,製造業賃金の動き

(第3図A)が他の2系列(同園B)と著しく異なる

のをどう説明すべきであろうか。この点を解明す

39)その全貌は,例えば,全国経済調査機関連合会

朝鮮支部編『朝鮮経済年報』昭和14年版(東京, 1939)
付属統計表p.40に掲載されている。

40)劉氏の貨幣貸金指数が1920年代に筆者のそれ
を大幅に上まわる一因は,地域格差にあるのではなか
ろうか。
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るた糾こは,筆者の推計した製造業賃金の性格を

吟味してみる必要がある。そこで,その一つの手

がかりとして,われわれのデータとは独立の実地

調査を使って,製造工業の貨幣貸金水準を相互に

比較してみよう。幸い1930年から40年にかけ

て,いくつかの工場調査が行なわれ,そこから製

造業における男子平均賃金額を知ることができる

ので,その値と,われわれの得た製造業平均賃金

とを比較することが可能である。第4表はそ・の比

較を実施したものであるが,筆者の指数は他の資

料の数値をはるかに上まわっている。これらの工

場調査が,相対的に規模の大きな工場だけを対象

としていることを思うならば,この結果は非常に

重要だと言わざるを得ない。尾高指数よりも水準

の高いのは,僅かに鉄道工場の賃金があるだけで

あるが,鉄道工場は官営工場であり,雇用者中に

日本人労働者も多く41)熟練工の占める割合も少

なくなかったであろうから,工場調査としてはむ

しろ例外に属するといえよう。してみれば,われ

われの推計した製造業賃金は,その資料的性櫓か

らいっても,上層部熟練労働者の賃金を代表する

ものだと考えてよいのではなかろうか42)。熟練労

働者の貸金は木目対的に下方硬直性が強いことは,

他国(日本を含めて)の経験から確認された事実で

あるから,われわれの指数が1920年代に他の賃

金系列に比べてはるかに高い水準にあり,その結

果として大きな賃金樽差が生じたのも,この指数

の基本的な性樽のしからしめたところなのであろ

う。

41) 1930年の総職工数, 1,747名のうち, 541名は

日本人であった(尾高[12], p.63 c

42)日本の場合も,原理的には同様のことを言うこ

とができる。すなわち,大川ほか[14]に報告されて

いる賃金詔系列のうち,職業別賃金データにもとづく

系列(同書ではA系列と呼ばれている)は,工場統計に

依拠する系列(C系列)に比べて,相対的に高めの数値

を与えるのではないかと予想される。実際,両系列の

間には,期待された通りの関係があるが,ただその差

は大きくない。のみならず, A.C間の開差は,男子

に関する限り, 1920年以降には解消したように見える

(同書　p.118参照)。なあ　この最後の点は,恐らく

この時期に日本労働市場が経験した一つの構造変動と

関連があろう(尾高[11]を参照)。
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われわれの製造業貸金系列を以上のように位置

づけてよいとすれば,一般工場労働者の賃金水準

はどの辺りにあったと考えればよいのだろうか。

この間に対してヒントを与えてくれるのは,屋外

人夫(男子)の貸金である(第4表)。明らかに,屋

外人夫の賃金は,一般工場の平均水準とほぼ同列

である。しかも, 1930年の国勢調査で,自分の職

業が日傭労働者だと答えた人が約35万人あった

こと,この数は同年における工業就業者数の約6

割にも及ぶこと,を思い合わせ草ならば,屋外人

夫の賃金は,製造業における未(ないし半)熟練労

働者の1日あたり所得水準をほぼ正確に伝えるも

のと言ってよいのであるまいか。製造業全体の平

均賃金水準は,たぶん製造業賃金系列と屋外人夫

賃金系列との中間に位したものと推察される。

このように考えてよいとするなら,工場労働者

の生活水準の動向を,屋外人夫の実質賃金から推

し量ってもよいであろう。そこで第3図のパネル

Bをもう一度眺めると, (a)1910年から40年まで

の30年間にわたって,実質賃金には上下の循環

的なゆれはあったが,趨勢としての上昇はなく,

1921年以後はむしろ下降傾向にあったこと, (b)・

しかしながら1930年代後半の実質賃金が1910

年代の水準を下まわったと言うとすれば,それは

やや誇張の感を免がれないこと,の2点を結論づ

けることができる。

ところで,製造業賃金を代表する4)のとしての

屋外人夫の実質賃金系列には,この他にも注目す

べき特色がある。まず第1にJ　その水準がせいぜ

い農業賃金と同等か,あるいはそれ以下だったこ

とである。言いかえるなら,熟練工の賃金はとも

かくとして,工業一般の賃金は農業労働者離農の

誘寓とはなり得なかったことになる。それどころ

か,人びとは,工場で働くよりはむしろ農村で職

を得たいと考えたに違いない。これは,日本の経

験とは正反対である。

第2に,屋外人夫の実質貸金の動きは,たまた

ま現住戸口調査に記載の「ソノ他ノ有業者」のう

ち, 「共ノ他ノ業務ヲ有スル者」 (朝鮮人男子)の

数の動きとよく似ている(第3図パネルD。ただ

し,上下を逆に作図)。このグループに属する人
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第4図　生産係数及び関連指標

A.資本係数と労働係数

2511

B.要素価格比率

0.5

2.5

2

1.5

1
0.5

___→旦
Q

C.一工場あたり雇用規模

人
o
o
o

i
_
n
c
o
t
-
{

I l l .
1 9 1 0 1 9 2 0 1 9 3 0 1 9 4 0

達は,いちおう有業者ではあっても定職を持つと

は限らず,あるいは潜在失業者を代表していたの

かもしれない43)もしそうだとすれば,この数を

朝鮮人有業者総数(ほぼ一定だが1931年からは

僅かに減少)で除した商は,いわば失業率(広義)

の代理変数だともみなされ得よう。このように解

釈するなら,屋外人夫の実質賃金は,労働市場の

相対的な逼迫度に応じて上下運動を繰り返してい

たことになる。当然のことながら,ここには市場

43)伐りに,ある労働者が一つの産業(α)から他の

産業(β)へ移動したときに彼の限界労働生産性が増大

するとすれば,彼はαにおいては広義の「潜在失業

者」であるという.もちろん,現実には,何らかの理

由で例えば過剰人口αからβへの移動が阻害される

ために問題が生ずるのである。
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法則が貫徹していたのである。

5.製造業における生産性の動向

以上論じたように,戦前期朝鮮の

労働市場では,実質所得水準の持続

的な改善はなかった,とみなければ

ならない。これは,日本の経験は言

うまでもなく,戦前期台湾の実績と

も異なる点である44)それならば,

貸金と縁の深い資本と労働の平均生

産性はどのような動きを示したのだ

ろうか。

話を製造工業に限るならば,上逮r

の疑問に答えるために幾つかの情報

を集めることができる。われわれが

すでに雇用統計の基礎として用いた

工場統計からは,雇用者数(〟)だけ

でなく,名目生産価額と,工場動力

の規模(町,馬ヵ数)とが求められる・

からである。そこで,馬力数によっ、

て資本設備(∬)を代表させることに・

する。生産性の時間的推移を知るた

めには,言うまでもなく,生産額を

実質化しなくてはならないが,幸い

なことに,これも既述の溝口氏によ

る工業生産物価櫓指数を使うことが

できる45)。そこで,この指数を借用

して,工場統計から得られる民間製造工業(ガス・

電気業を除く)の実質生産額(¢)を推算した。この

データと,対応する雇用数(N)と資本ストック

(∬)とを組み合わせれば,資本係数(∬/¢)と労働

係数(NIQ)とが得られる46)こ第4園のパネルAは,

これらの値(指数化して計算)を3つの時期ごとに

分けて示したものである47)。期間を分割したのは,

44)溝口[10],第1章。

45)溝口[10],第3草。ただし,溝口氏の指数は

1914年からしか得られないので, 191ト13年の3年間

の指数は,筆者の製造業賃金指数の動きに合わせて延

長した暫定数字である。

46)この作業は,佐藤和夫教授の戦前期日本工業に

おける生産分析(未発表)にヒントを得て実施したもの

である。
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二第2節で指摘したように, 1920年に統計調査法の

重要な改訂があったかに思われ,したがって全期

ン問を通して一貫した指数を求めるのには問題があ

ると考えたためである。また,残念なことに,渇

力数の統計は1929年以降工場統計から消えてし

_まうので1930年代の事情を知る材料としては,

~京城商工会議所『京城に於ける工場調査』(193S,

37, 39,及び41年のIN,Wが得られる)を利用

した48)。

紙面の制約上グラフを省略するが1920年から

_20年間の労働生産憧(QIN)の動きを見ると,それ

がこの期間全体を通じて趨勢的に改善した跡はな

い。数年間続いて上昇したところもあるが,その

後はT降の期間があり,全体として見れば,労働

生産性の水準はほぼ一定のように見受けられる。

労働者一般の生活水準が停滞したのも,けだし当

然というべきである。

ところで,生産技術の選択は,労働サービスと

_資本サービスとのどちらが相対的に高価であるか

によって左右されるO　そこで,参考のために,輿

造業における生産要素の木目対価棉比率を計算した

(第4図B)。ここで,労働の価格として用いたの

鵜　製造業賃金を代表する2系列(既述)であり,

また資本のレンタノレ・プライスを近似する変数と

.して利用したのは,普通銀行貸付利子率である49)

以上の準備のうえで,第4図のパネルAと同

じくパネルBとを対比させて観察すると,ここ

47)労働生産性(労働係数の逆数, ¢/〟)は,溝口氏

の工業生産額推計(ォ'を利用して計算することもでき

る。ただ, Q′は原則的には全工業事業所を含むのに,

」Ⅴは小経営を対象としない。したがって,これら両者

から生産性(Q'N)を定義すると,その分母と分子の問

には概念上の不統一が生じる。そこでわれわれは,坐

産統計としての不充分さは承知の上で,あえてNやK

に整合的な数値(Q)を利用することにした。なお, N

は、官営工場ぬきの値であり,第1図に描かれた雇用数

とはいささか異なっている。

48)ただし, 1941年統計は,事務職員雇用数を与え

るだけである。そこで, 1939年統計から,全雇用数中

・に占める事務職員の比率を求軌　同一の比率が1941

年にも適用できるものと仮定して1941年のNを推定

した。

49)利子率のデータは, 『朝鮮総督府統計年報』に

記載の数字を指数化して使用したものであるO
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で3分割した期間のそれぞれで,要素価楯此の動

きに応じて,異なった2種類の技術選択が行なわ

れたと解せられる。すなわち,第1期(1911-19)

と第3期(1935-41)とは,各々第1次大戦と準戦

時態勢下にあって,労働が相対的に高価になった

時期であって,労働を節約する型の技術が好まれ

た。この結果,資本集約度(∬/〟)が上昇し50)労

働生産性は引き上げられたが,そのかわり資本の

生産性は低くなった(capitaldeepening)。これ

に対し第2期(1920年代)は,要素価格比率がほぼ

安定(もしくは僅かに減少)した期間であって,労

働と資本双方の効率を同時に改善する型の技術が

採択され,したがって資本集約度も一定に留まる

か,やや低下したのだと思われる(capital shal-

lowing)。′もとよりこれは,現存の資料とその取

り扱いの妥当性とを前提としたうえで,観察され

た事実を矛盾なく解釈する一つの試みにすぎない。

しかし,今後工業の発展過程が個別具体的に検討

されるならば,この仮説の真偽も,いずれ改めて

検証される機会があろう。

最後に,第4図パネルCに示したのは,工場統

計に記載された民間工場(ガス・電気業を除く)の

平均雇用数を算出したもので,明らかに1925年

頃を底とするU字型のグラフである。この事実

と,上記の技術選択の型とを整合的に説明するの

は,今後に残された課題の一つとしたい。ただ,

あり得る推論として,次のように考えてみてもよ

いだろう。つまり1910年代における工場規模の

縮小は,丁度日本におけると同様,新しい動力源

(モーター)が導入され,小企業の動力化が促がさ

れたゆえではないか,ということである。一方,

1930年代以降は,朝鮮工業化の本椿的開始によっ

て,徐々に規模の経済が指向されるようになった

ものであろう。

50)なあ　第4図A中, 1914年の値だけ上方に飛

び離れているが,もし資本稼動率の修正を施せば,こ

の値は大幅に下方へ動いて,周囲の年とおおよそ肩を

並べる資本係数値を示す見込みである(この推定を行

なうためには,毎年の鉄道貨物輸送量を,同じく5カ

年移動平均値で除した系列を作り,この系列が資本稼

動率を近似するものと想定した)0
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6.むすぴ

この論文では, 『朝鮮総督府統計年報』を主材

料として,筆者が新たに実施した推計結果にもと

づき,日本統治下の朝鮮の労働市場について,い

くつかの実証的な吟味を行なった。この作業の中

から得られた主要な結論は,次の5点にまとめら

れる。

(1)戦前期朝鮮の経済統計は,その調査対象,

調査方法などについて,必らずLも明瞭でない

ことがある。また,同一の対象物についても,

一見矛盾する結果が報告されていることもある。

したがって,基礎統計資料の性櫓に関して,書

誌学的な調査を実施することがぜ抄とも必要で

ある。

(2)雇用統計から観察されるのは,戦前期全体

を通じて,有業人口中に占める農業主業者の割

合が圧倒的に大きくかつ安定していたこと,工

場制鉱工業に働く人びとの数は20亜紀になっ

て急速に成長してはいるが1920年以降の10

年間には-たぷん米増産運動のあおりで-

いったん停滞気味であったこと,そして,工業

化が緩慢ながら進行するにつれて,新しい産業

-の就業者は,伝統的諸産業に従事する戸主以

外の人達の間から供給されただろうこと,等で

ある。

(3)日本統治下の朝鮮においては,戦前の台湾

と同じように,異なる人種の間で所得格差の現

象が存在した。同一職種に従事する著であって

も,日本人であれば,朝鮮人に,比べて4害IJ/Jiら

-甚だしい時には-10割以上もの割増賃

金が支払われたこともあった。櫓差の一部は,

もちろん技術の差や労働の質の差に帰せられよ

う。が,時と共に,この椿差も段々と減少する

傾向にあったように見える。一方,賃金の地域

間樽差の変動には,景気変動の波の動きと逆行

する傾向が認められた。

(4)実質貸金統計から判断する限り,戦前の朝

鮮における生活水準は,長期的かつ一般的に上

昇したとは認められない。これは,朝鮮が日本

の食糧及び原料供給地と目され,したがって
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1930年代の初めまで,米作一本やりの経済政策

に遇進したために,工業化が遅延したことに一

因があろう(ほかに,地主制をめぐる農業の制

度的諸要因や,農業に対する商工業資本(精米

業)の優位などももちろん見逃せない)。いずれ

にしても,日本の朝鮮支配は,とかく日本本位

の政策によってのみ切り回され,朝鮮人に対し

ての配慮が足りなかったと言われて4,仕方がな

いようである51)。

(5)分析の対象とした期間中,工場制工業では,

労働生産性の上昇は多少認められたが,長期的

にみて著しい効率化があったとは考えられない。

資本集約度は上昇した時と一定だった時期とが

あるが,これは生産要素価椅比率の動きに影響

されたものだと解釈できそうである.

いずれにせよ,これらは未だ試論の域を出るも

のではない。以上の議論で不充分な点や,ここで

触れなかった幾多の問題については,稿を改めて

さらに追究するつもりである。

(一橋大学経済研究所),ど
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